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さぬき市における住民自治確立のための
社会教育実践プログラムの模索

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　香川社会教育推進コンソーシアム協議会

1　事業実施の目的

 

協議会の連絡先
特定非営利活動法人香川ボランティア・ＮＰＯネットワーク　TEL087-862-1714

　さぬき市は、近隣5町の合併を行って生まれ、【まちづくり基本条例】も、合併を機に他に先駆けて施行した市
である。しかし、5年後の現在、その財政の建て直しが問われ、県内で最も厳しい状況に置かれた市でもある。
よって、行政と住民の役割・機能分担を実現するための、新たな公共の実現は、急務、かつ、最優先課題である。
こうした地域にこそ、住民自治成熟への活路が必要と考え、そのためのプログラムを構築しようとした。
　地方分権、地域主権を担う主体は、その地域の住民およびその住民による組織であり、その主体となるべき
ものを育成、強化するにあたっては、ことに多様化の進んだ現代においては、個々の住民ないしその組織、企業、
ＮＰＯ等、参加者の多様性も必要である。また、今回、公民館のあり方も考えていく上で、公民館の管理者およ
び運営協力者も参加することによって、現状に立脚した新たなプログラム構築に資すると考えた。

1　事業実施の目的

４　事業の成果
　さぬき市での地域政府確立に向けたプロジェクトは、これまで、NPOと関連する大学研究者を中心として実
施してきた。しかし、地域課題を解決するための最も大きな「鍵」を握るのは、言うまでもなく「地元住民」である。
これまでの、NPO や大学研究者の活動は、地域住民にとって、地元の身近な課題や問題とは、大きくかけ離
れた存在にしか見えなかったように思われる。コンソーシアム協議会を立ち上げたことによる、最も大きな成果
は、教育委員会、公民館の協力によって、地元住民組織へのインタビューやアンケート調査がスムーズに行え
たことである。このことが、地域ごとの課題を明確にし、理論先行型の無機質なプロジェクトが、一気に呼吸をし、
血の通う存在に変化をもたらした。さらに市民講座を通じて、専門家集団が地域の人たちと共に、地域課題を
解決する土壌を獲得できたことの意味は大きい。

５　課題と今後の展望
　課題：自治の形成で、地域住民の意識改革が問われている。しかし、それは決して自治体主導の中では実
現しない。自治体はステージを提供し、住民自治の担い手の育成は、市民組織としての NPO と大学が行うこ
とで、住民の行政依存をまず断ち切ることが、現在の自治形成に向けた最重要課題である。
　今後の展望：持続可能な自治の形成に向かうためには、議会、行政と情報を共有し、議論の場と地域のあ
り方を考え学ぶ機会を提供しつつ、あくまでも住民主導型の自治を目指すことに尽きる。そのためには、住民
の日常生活の場に、地域のイシューを持ち込み、「交流」し「考え」「学び」「行う」拠点が必要であり、それこそが「公
民館」の本来の姿となるべきである。今後は、その機能の確立に向けて、ケーススタディを中心とした実践型リー
ダー講座と、課題解決技法獲得のためのコーディネーター講座を追加し、自治の確立の中でこの試みを実効
性あるプログラムに進化させていきたい。

３　事業の実施状況
　香川ボランティア・ＮＰＯネットワークが、組織・人材育成事業を行う中で連携・協力してきた地域住民組織、
ＮＰＯ、労働組合、大学研究者等に呼び掛け、さぬき市市長、教育委員会を通じて、公民館の協力も得てコンソー
シアムを形成した。これにより意見の集約、対象とする地域住民等へのアプローチに多様な角度をもたせること
ができた。
　事業の企画・運営については、事業企画委員会、プログラム委員会を設置し、アンケートおよびグループイ
ンタビューさらに市民討論会を実施することにより集約した意見を参考にしつつ、講座のプログラム策定から講
座の開講へとすすめた。
　講座は、「地方分権と地域コミュニティ」「持続可能な社会システム」「さぬき市の社会資源」の 3コースを
開設し、研究者、市民活動リーダーを講師として、基本概念の解説、他の事例紹介等を踏まえて、さぬき市の
現状に基づく講師と住民受講者の今後のあり方に関する討論にいたることを基本として、それぞれのコースを
設定した。

２　コンソーシアム形成団体

開催日 　　　　　　　　事業名

９月～１０月

１１月～１２月

１１月７日

１２月２０日～２月２８日

市民アンケート

グループインタビュー

市民討論会

さぬき市市民講座

区分　　　　　　　施設・団体名　　　　　　　　　　　　　本事業での役割

公民館

ＮＰＯ

地域住民組織

職員組織

津田公民館、寒川公民館、長尾公民館

香川ボランティア・ＮＰＯネットワーク、
さぬき市を考える会

川西地区地域づくり推進協議会

香川県自治研センター

地域住民の意識、活動に関する情報提供。
事業広報への協力。

協議会の組織、および運営の主体。地域
住民に対する意識調査の主体。

対象地域の住民組織への事業参加協力。
住民組織に関する情報提供。

対象地域の財政、教育等に関する現状分
析への助言・資料提供等。
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とちぎ発社会教育による地域づくり！！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　栃木社会教育推進コンソーシアム協議会

1　事業実施の目的

 

協議会の連絡先
栃木県教育委員会事務局生涯学習課　TEL０２８-623-3404

　栃木県では、県の社会教育委員会議より「とちぎ発社会教育による地域づくり」（H20.7）の答申が出され、公民館
を核とした地域づくりの取組の必要性が提言された。それをふまえて、本事業において公民館を核としたコンソーシアム
を構築して、①住民の社会参加を促す学習プログラムの開発、②地域活動指導者の養成、③関係機関のネットワークの形
成を行い、社会教育による地域づくりの基盤形成に取り組むこととした。

　コンソーシアム組織は、協議会及び県内８地域に組織された実行委員会において、大学、民間企業、
ＮＰＯ法人等の参画を得て構築し、構成団体が連携して、具体的な事業を実施した。

1　事業実施の目的

４　事業の成果
　事業の実施にあたっては、評価部会において評価計画を作成し、４つの事業目標を設定するとともに、その達成度を評
価するための評価指標（１１個の評価指標）を設定した。事業の実施にあたっては、この評価指標が目標値を達成するよう、
協議会及び実行委員会の事業を企画・運営し、実績値やアンケート調査により計測し評価を行った。

　本事業をとおして、県内各地区（８地区）にコンソーシアム組織を立ち上げ、地域の実情に応じた取組を関係機関が連携
して推進することができました。具体的には、３つの公民館が連携して事業を開催するなど、公民館同士の繋がりが生ま
れたり、環境関係のノウハウを持つ企業を活かした学習プログラムの開発やモデル事業の実施を行うことができた。
　また、各地域の地域課題を顕在化することもでき、今後の取組の方向性を客観的に把握することができた。

○住民の社会参加を促す学習プログラムの開発
　　県内の地域課題実態調査（サンプル数 2,400名）の結果をもとに、環境問題、高
齢者、防災・防犯、住民同士の交流などの地域課題に関する学習をとおして、地域に
参画する技能・意欲を育成するプログラムを作成した。
　住民が地域活動に参加する際に身につけておきたい力を、「地域参画力」として明ら

かにし、それらの力を身につける参加型の学習プログラムとなっている。作成したプ
ログラムの一部実行委員会の地域教育力活性化モデル事業の中で実施し、その効果
を検証した。
○地域教育力活性化モデル事業
　　各地域の地域課題に対応する公民館事業を実施し、地域参画に結びつけること
　を目的としたモデル事業を実施した。事業の内容は、地域課題実態調査の結果等
　を参考にして企画立案するとともに、地域によっては開発した学習プログラムを実
　際に試行して、その成果を検証した。

５　課題と今後の展望
　今後は、構築したコンソーシアムの取組を継続し、開発した住民参画を促す学習プログラム等を活用しながら、公民
館や地域における取組の充実を図っていく必要がある。そのためにも、来年度以降、公民館、大学、関係団体、行政
等でコンソーシアム協定を結ぶなどして、取組の定着を図っていくことを検討中である。

３　事業の実施状況

　県レベルで組織された協議会において、地域課題解決のための学習プログラムの開発や地域課題実態調査の実施、
事業の評価計画の作成等を行い、その成果をもとに県内８地域に設置された実行委員会において、各地域の地域課題
の状況に応じた事業を展開した。
　各実行委員会では、公民館を中心とした地域教育力活性化のためのモデル事業、
地域活動指導者のスキルアップとネットワークづくりのための研修等を実施するととも
に、事業成果を広く地域住民に周知し、今後の活動につなげるためのフォーラムを実
施した。
　コンソーシアムを組織することで、これらの事業の企画や運営を共同して実施し、ネッ
トワークの構築を図るとともに、それぞれの団体や機関の持つノウハウを事業の中に取
り入れることを目指した。それぞれの構成団体は、前述のような役割（2 コンソーシア
ム形成団体）を果たしながら取り組んだ。２　コンソーシアム形成団体

事業に参加して、地域活動を行った上で
有効なネットワークを築くことができたか

事業に参加して、地域課題について
関心を持つようになったか

民間企業
2社、青年会議所

社会教育関係団体
3団体

環境関係の企業が環境保全についての
ノウハウの提供、

各事業についての広報活動

青少年教育施設
自然体験活動に関する情報提供

NPO
3法人

地域活動実践団体が
実践についての助言

地域活動団体
6団体

地域活動を実践するためのノウハウの提供、
地域活動実践者との
ネットワークの形成

公民館
県公民館連絡協議会
モデル事業の実施、会場提供、
広報活動、地域課題の分析

大学
宇都宮大学

住民の地域参画を促す学習プログラム作り、
実態調査のデータ集計及び分析 地域活動の企画等への指導助言
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築くことが
できた
53.5％

大変関心を
持つように
なった
49.2％

どちらかと
言えば関心を
持つように
なった
48.3％

ある程度
築くことが
できた
41.1％

あまり築けなかった 4.0％ まったく築けなかった 1.1％ まったく関心を持つように
ならなかった 0.3％

どちらかと言えば
関心を持つように
ならなかった
2.2％

N=650N=555
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健康でしなやかな社会づくりに向けた学習プログラムの開発と提供

1　事業実施の目的

 

連絡先・コンテンツ視聴先
「たおやかコンソーシアム2009事務局」

財団法人高度映像情報センター（AVCC）　霞が関ナレッジスクエア
TEL03-3239-1121（AVCC代表） FAX 03-5157-9225

○地域の課題を、地域を超えて協同で学ぶ仕組みづくり
　　かつて「やさしくたおやかな社会」を育んでいた日本。しかし、社会は大きく変化し、少子高齢化、グローバル化、貧困
　や格差の拡大、自殺者の増加、地域の疲弊等の深刻な問題を抱え、人間関係や雇用関係がギスギスし、将来に希望や
　夢を持ちにくい社会となっている。本事業は民設民営の“公民館”である霞が関ナレッジスクエアをハブ（メイン会場）
　に全国５地域と結び、地域の課題を、地域を超えてともに学び、考え、コンテンツを蓄積、公開する仕組みを構築し「健
　康でしなやかな社会づくり」に向けた学習プログラムを実践。22年度以降もコンテンツを拡充しながら、全国に普及し
　ていくことを目指している。

○企業・団体・NPO・社会教育機関・行政が連携
　　コンソーシアムは全国文化・学習情報機関ネットワーク協議会会員、霞が関ナレッジスクエア会員等に呼び掛け、以
　下のような14機関で構成した。

○３シリーズ・全９講座を開催
　　コンソーシアムでは、地域共通の課題である「健康な社会づくり」を学習テーマに据え、全体のとりまとめを行う（財）
　高度映像情報センター（AVCC）を事務局に、以下の３シリーズをそれぞれ企画・開発・提供することとした。

1　事業実施の目的

４　事業の成果
○実施内容・事業成果はすべてWeb公開中
　　たおやかコンソーシアム2009で実施した、全9回の講座の映像・音声、講義録（テキスト）、質疑応答結果は、たお
　やかコンソーシアムのWebサイトで順次公開しており、インターネット環境さえあれば、いつでも、どこからでも、誰でも、
　必要に応じて繰り返し講座の視聴や資料の閲覧、プリントアウトができる。全9回の講座の当日の会場受講者、ライブ配
　信受講者は1,167名と1,000名を超える参加者を得たのに加え、インターネットによる視聴者は22年1月末段階で、海外
　からのアクセスも含め943件に達しており、その後も日々増え続けている。

５　課題と今後の展望
　受講者から今後取り上げて欲しいテーマとして「地域支援人材の育成」や「社会教育施設のネットワーク化」、「高齢者
問題」等の要望が高かったことを受け、今後もこうした学習プログラムを研究し、参加機関の輪を広げ、協同で学習コンテ
ンツを産み、かつ利用していくプラットホーム活動を計画している。

３　事業の実施状況

○６つの会場を結び双方向遠隔講座を実施
　　講座のスタイルとしては、前述の6会場をICTネットワークで結ぶ遠隔講座の手法を採用。荒尾市、市川三郷町、松戸
　市の３会場にはメイン会場と双方向で質疑応答ができるテレビ会議システムを設置。　　
　　三重県、北海道の２会場はインターネットライブ受講会場として全講座を地域住民に公開。　
　　その他、受講を希望する個人には最大100アカウントまでID、パスワードを発行し、職場や自宅からインターネットで
　受講できるサービスを用意。
　　メイン会場からの設問に携帯電話やパソコンで回答するアナライザーシステム、受講者からメールによる質問の受
　付等も行い、とかく講師やメイン会場からの一方通行になりがちな講座を、受講者の集中力が途切れない双方向型に
　なるよう工夫した。

２　コンソーシアム形成団体

・「たおやかコンソーシアム2009」Webサイトhttp://www.kk2.ne.jp/taoyaka/index.html
・「霞が関ナレッジスクエア」Webサイト http://www.kk2.ne.jp

区分　　　　　　　　　　　施設・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　本事業での役割

公民館・
生涯学習センター・行政

民間企業・有識者

公益法人

荒尾市中央公民館、三重県生涯学習センター、
北海道立生涯学習推進センター、市川三郷町
教育委員会、松戸市教育委員会

（株）ANA総合研究所、（株）ピースマインド、
藤原瑠美氏、伊庭野基明氏、伊藤健二氏、
（株）メディアリンク

（財）高度映像情報センター（ACC）、

（財）大学コンソーシアム京都、全国文化・学習
情報提供機関ネットワーク協議会

サテライト会場・ライブ配信会場
の運営、受講者募集

学習プログラムの企画・開発・
講座の実施、技術協力

事務局、メイン会場及び講座運
営全般、Webによる情報発信、

広報・普及

藤原瑠美氏 (ホスピタリティ☆プラネット主宰 )

堀木真里子氏、鈴木弥生氏（（株）ANA総合研究所）

伊庭野基明氏（グローバルキャリアカウンセラー　ビジネスコーチ）、
荻原啓国氏（（株）ピースマインド）

山内純子氏（株）ANA総合研究所）、藤原瑠美氏、
伊庭野基明氏、伊藤健二氏（慶應義塾大学）

スウエーデンに学ぶ高齢者の自立（4回）

ANAに学ぶホスピタリティ （2回）

こころすこやかに生きるヒント （2回）

総合パネルディスカッション
日本が目指す「健康な社会づくり」とは

セミナー名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師

「たおやかコンソーシアム2009」双方向遠隔講座概念図

■サテライト会場（3会場）
　ライブ配信+TV会議（質疑応答）

■ライブ配信受講
　ライブ配信（最大１００台PC）

松戸市
文化ホール

三重県
生涯学習
センター

北海道立
生涯学習
推進センター

荒尾市
中央公民館

市川三郷町
役場本庁舎
大会議場

RA（レスポンスアナライザ）
回答集計表示画面

全国文化・学習情報提供機関
ネットワーク協議会（2会場）

霞が関ナレッジスクエアWab会員
（大学コンソーシアム京都）
＊各人のPCより受講・質問）
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